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2026 年 8 月 31 日 

株式交換に係る事前開示事項 

東京都新宿区⻄新宿⼀丁目 25 番 1 号 
株式会社ナック 

代表取締役 川上 裕也 
 

当社及び株式会社洋光（以下「洋光」といいます。）は、2026 年 8 月 28 日付で株式交換契約（以下
「本株式交換契約」といいます。）を締結し、当社を株式交換完全親会社、洋光を株式交換完全子会社、
効力発生日を 2026 年 10 月 1 日とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を行うことにいた
しました。 

この書類は、会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 193 条の規定に定める当社の事前開示事項
は下記のとおりです。 

記 
 
1． 株式交換契約の内容（会社法第 794 条第 1 項） 

別添 1 の通りです。 
 

2． 会社法第 768 条第 1 項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 
別紙 2 の通りです。 

 
3． 会社法第 768 条第 1 項第 4 号及び第 5 号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 

該当事項はありません。 
 

4． 株式交換完全子会社（洋光）に関する事項 
(1) 最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 3 の通りです。 
(2) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時決算書類等の内容 

該当事項はありません。 
 

5． 株式交換完全親会社（ナック）に関する事項 
(1) 最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象に関する事項 

 別紙 4 の通りです。 
 
6． 債務の履行の見込みに関する事項 

当社及び洋光の 2026 年 10 月 1 日以後における債務の履行の見込みについては、 
問題ないものと判断しております。 

  以上 
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別紙 1 株式交換契約の内容 
 
当社及び株式会社洋光が 2026 年 8 月 28 日に締結した株式交換契約の内容は、次の通りです。 
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別紙 2  会社法第 768 条第 1 項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項についての定めの相当性に関する事項 
 
当社は、本株式交換に関して、会社法第 768 条第 1 項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項についての定めの
相当性に関して、次のように判断しております。 
 
1． 交換対価の相当性に関する事項 

(1) 本株式交換に係る割当ての内容 

（注１） 洋光の株式１株に対して、当社普通株式 879 株を割当て交付いたします。なお、上記の本株式
交換に係る割当比率（以下「本株式交換比率」といいます。）は、算定の根拠となる諸条件に重
大な変更が生じた場合、両社協議し合意の上、変更することがあります。 

（注２）本株式交換により交付する当社普通株式の数は 351,600 株となります。なお、当該交付に係る
全ての株式について、当社が保有する自己株式を充当する予定です。 

 
(2) 本株式交換に係る割当ての内容の根拠等 

① 割当ての内容の根拠及び理由 
当社は、本株式交換における株式交換比率の決定にあたり、その公平性及び妥当性を確保するた

め、当社及び株式会社洋光から独立した第三者算定機関である株式会社クリフィックス FAS に株式
交換比率の算定を依頼いたしました。 

当社は、株式会社クリフィックス FAS による算定結果を参考に、株式会社洋光に対して実施した
デュー・ディリジェンスの結果等を踏まえ、両社の財務状況、業績動向及び将来の見通し等を総合
的に勘案のうえ、株式会社洋光との間で慎重に協議及び交渉を重ねてまいりました。 

その結果、本株式交換比率は妥当であり、それぞれの株主の利益に資するものであるとの判断に
至ったことから、本日開催の両社の取締役会において本株式交換比率により本株式交換を実施する
ことを決議し、両社間で本株式交換契約を締結いたしました。 

なお、本株式交換比率は、本株式交換契約に従い、算定の前提となった諸条件に重大な変更が生
じた場合には、両社で協議の上、変更することがあります。 

 
② 算定に関する事項 

(ⅰ)算定機関の名称並びに上場会社及び相手会社との関係 
株式会社クリフィックス FAS は、当社及び洋光から独立した第三者算定機関であり、両社の関

連当事者には該当せず、本株式交換に関して記載すべき重要な利害関係を有しておりません。 
(ⅱ)算定の概要 

 
当社 

（株式交換完全親会社） 
株式会社洋光 

（株式交換完全子会社） 
本株式交換に係る割当比率 

（本株式交換比率） 
１ 879 

株式交換により交付する株式数 当社普通株式：351,600 株(予定) 



8 
 

株式会社クリフィックス FAS は、当社については東京証券取引所に上場しており市場株価が存
在することから市場株価法を採用し、株式会社洋光については非上場会社であることから将来の
事業活動の状況を評価に反映するため DCF 法（ディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法）
を採用して株式価値の算定を行いました。 

市場株価法では、2026 年８月 27 日を算定基準日として、東京証券取引所における当社普通株
式の算定基準日の終値並びに算定基準日までの直近１か月間、直近３か月間及び直近６か月間の
終値単純平均値を採用しております。 

DCF 法では、2027 年３月期から 2031 年３月期までの事業計画を基礎として、将来生み出すと
見込まれるフリー・キャッシュ・フローを⼀定の割引率により現在価値に割り引いて企業価値及
び株式価値を算定いたしました。 

各評価手法による算定結果は、以下のとおりです。 
採用手法 1 株あたり株式価値 株式交換比率の 

レンジ 当社 洋光 当社 洋光 
市場株価法 DCF 法 516〜530 円 436,699〜467,790 円 824〜907 
なお、当該事業計画においては、大幅な増減益を見込んでいる事業年度はありません。 
株式会社クリフィックス FAS は、株式価値の算定に際して、当社及び株式会社洋光から提供を

受けた情報並びに⼀般に公開された情報等を原則としてそのまま採用し、それらの資料及び情報
が正確かつ完全であることを前提としており、独自にその正確性及び完全性の検証を行っており
ません。また、当社及び株式会社洋光の資産及び負債（簿外資産及び簿外負債その他偶発債務を
含みます。）について独自の評価又は査定を行っておりません。 

 
2． 本株式交換に際して増加する当社の資本金及び準備金の額の相当性に関する事項 

本株式交換に際して当社の資本金及び準備金の額は変動いたしません。 
上記は、機動的な資本政策を実現すべく、会社計算規則及びその他公正な会計基準等に基づき定

めており、相当であると判断しております。 
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別紙 3 株式会社洋光の最終事業年度（2025 年 7 月 31 日）に係る計算書類等の内容 
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別紙 4 株式交換完全親会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象に関する事項 
（会社法施行規則第 193 条第 4 号イ） 
 

当社において、最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象は下記のとおりです。 
 
1. 自己株式の取得 

当社は 2026 年 5 月 15 日開催の取締役会において、会社法第 165 条第 3 項の規定により読み替
えて適用される同法第 156 条の規定に基づき、自己株式を取得に係る事項を決議し、2026 年 5 月
18 日に取得を実施いたしました。 
 
(1) 自己株式の取得を行う理由 

資本効率改善による企業価値向上を期待しております。 
なお、今回取得した自己株式につきましては、M&A や従業員向け譲渡制限付株式報酬制度
（RS）での活用、自己株式の消却など、企業価値の向上に資する最適な活用方法を検討してま
いります。 
 

(2) 取得に係る事項の内容 
① 取得対象株式の種類 当社普通株式 
② 取得した株式の総数 1,455,000 株 

（発行済み株式総数(自己株式を除く)に対する割合 3.46％） 
③ 株式の取得価格の総額 744,960,000 円 
④ 取得日 2026 年 5 月 18 日 

 
2. 自己株式の消却 

当社は 2026 年 7 月 24 日開催の取締役会において、会社法第 178 条の規定に基づき自己株式を
消却することを決議し、2026 年 7 月 31 日に消却を実施いたしました。 
 
(1) 消却に係る事項の内容 

① 消却対象株式の種類 当社普通株式 
② 消却した株式の総数 3,000,000 株 

（消却前の発行済み株式総数に対する割合 6.4％） 
③ 消却実施日 2026 年 7 月 31 日 
④ 消却後の発行済み株式総数 43,613,500 株 
 

以上 


